＜第1部＞ 自殺をめぐる法律問題

第１　自殺予防分野（自殺を考えている人との関係で生じる法的問題）

１　責務整理、破産

　　普通に処理すればよい

２　税金（特に国保）

　　税金滞納を理由とする差押→行政機関に対議すれば戻ってくることあり

３　パワハラ、セクハラによるうつ病

　　労災申請、労働組合紹介（職場改善要求）

第２　遺族分野（自殺をしてしまったあとの遺族との関係で生じる問題点）

１　相続放棄・限定承認と熟慮期間

３か月の伸長手続を繰り返して１年程度熟慮期間を延期することも可能

２　相続放棄の危険性

相続放棄の存在自体知らない人間が多い

特に労災事件の際には企業に対する損害賠償との関係で相続放棄の判断が難しい場合が多い。

３　労災、企業に対する損害賠償

電話相談をすると多いのはパワハラ、セクハラ、長時間労働による精神疾患、自殺。労災が認められる可能性は高いが、企業側の証拠隠しの危険もあるので非常に慎重に対応する必要がある。基本は証拠保全手続を用いて、弁護士が企業に出向いて行って関連証拠を押さえる

行政に対する労災申請と、企業に対する損害賠償の二通りが考えられる

４　賃貸をめぐる損害賠償

ァ　原状回復

相当な範囲←国交省原状回復ガイドライン

建物の状況（築５０年を越えるような場合にあらゆるリフォーム代を請求してくることもある）
イ 将来賃料

１９年判決３年

２２年判決３年

２〜３年が相場？ただし、隣の部屋の入居者がいなくなった場合や、新入居者の次の入居者に関する減額賃料については応じる必要なし

５　不動産

（1） 心理的瑕疵

（2） 告知義務

・遺族自身の告知義務はあるのか？

・大家の告知義務→信義則上の情報提供義務違反

（3） 建物で自殺して土地建物を売る場合

（4） 建物で自殺して建物を壊して土地を売る場合

（5） 建物で自殺して、それを賃貸する場合

（6） 建物で自殺して、建物を壊してアパートを建てて、賃貸する場合

７　鉄道事故

（1） 責務不履行、不法行為の違い

いずれも責任能力が争点となりうる点は同じ

（2） 損害論

わりと数十万前後が多い

振替輸送、脱線などがなければそれほど大きくならないのではないか

（3） 相続放棄で対応可能

７　生命保険

（1） 意思無能力

飛び込みは意思無能力が認められやすい

縊死はダメ

（2） 団体信用生命保険の借り換え

借り換え後に死んでいるバターン（免責されるのはおかしい）

生保２０００万から２３００万に借り換え直後の死亡→免責認めるのは不合理

８　医療過誤

（1） 予見可能性

措置入院→保護者が選任されているのに勝手に外泊させたところ自殺病院側に自殺の予見可能性は認められるか

（2） 注意義務

保護者に対する説明義務違反

精神保健福祉上外泊に就いて親族に同意権がある訳ではない

（3） 損害論

精神障害者について稼働能力がないという反論が考えられる

青森：逸失利益をみとめた例がある？








以上

相続について
相続とは？
　相続は、自死した被相続人である家族の法律関係を、そのまま引き継ぐことを意味します。
　 そのため、法定相続人である遺族は、相続をすると、プラスの財産（不動産、現金、預金、損害賠償請求権など）とマイナスの財産（貸金債務、損害賠償債務）の両方をそのまま引き継ぐことになります。
　 相続を行う際には、両方の財産を紙に書き出すなどして、どちらの財産がどれだけあるのか、慎重に検討する必要があります。
相続放棄、限定承認、単純承認とは？
　遺族の意思で、相続を拒否したり、制限したり、そのまま引き継ぐことができます。それが、相続放棄、限定承認、単純承認です。
相続放棄：プラスの財産もマイナスの財産も承継しない。 限定承認：プラスの財産の範囲で、マイナスの財産を承継する。 単純承認：プラスの財産やマイナスの財産の両方を包括的に承継する。
熟慮期間に注意
　限定承認、相続放棄には、熟慮期間という期間制限が設けられています。
　 また、熟慮期間を経過すると、単純承認をしたと見なされてしまいます。
　 熟慮期間は、「自己のために相続の開始があったことを知った時から３か月以内」とされていますが、この「自己のために相続の開始があったことを知った時」とはいつかが問題となります。
　 賃貸物件で家族が亡くなったケースや鉄道で亡くなったケースなど、自死によって契約の相手方や第三者に対して損害を与えた場合については、自死の事実及び自己が相続人であることを知ったときが「自己のために相続の開始があったことを知った時」と考えられます。
　 したがって、原則として、自死の事実及び自己が相続人であることを知ったときから３か月以内に、相続放棄、限定承認の手続きを行わなければ、単純承認したと見なされることになります。
　 一方、遺族が借金が全く存在しないと信じ、かつ、信じたことについて相当な理由があるときは、借金の存在を認識した時点が、「自己のために相続の開始があったことを知った時」となります。
伸長の手続きの活用を
　３か月という熟慮期間は、家族を亡くした直後の遺族にとって、非常に短い期間です。
　 そこで、熟慮期間内にプラスの財産とマイナスの財産の評価に迷った場合などは、熟慮期間中に家庭裁判所に対して熟慮期間の伸長を申し立てることで、じっくり考える時間や、弁護士に相談する時間を確保することができます。
　 熟慮期間の伸長は必要があれば数回にわたって行うことができるため、その間に相続財産を調査して、マイナスの財産がプラスの財産を上回る場合は、その時点で相続放棄を行うことができます。
相続放棄は慎重に
　相続放棄をすると、プラスの財産もマイナスの財産も相続できなくなります。
　 土地や金銭はその価値を把握することは容易ですが、債権や債務は、そもそも法律上の発生の有無や、その金額の評価が困難な場合があります。
　 例えば、働き過ぎで自死した家族が、賃貸物件の中で自死した場合、会社に対する損害賠償請求権と、大家に対する損害賠償義務を負う可能性があります。
　 この場合、大家に対する損害賠償義務を過大に評価して相続放棄を行うと、会社に対する損害賠償請求権も失うこととなりますので、注意が必要です。
勤務問題

労災と損害賠償との関係
　勤務に関連した心理的負荷によって家族が自死した場合、以下の２つの手続きが存在します。
· 国に対する労災の請求
 ◇企業などに対する損害賠償の請求
　労災の請求と企業に対する民事損害賠償の請求は、それぞれ完全に独立した手続きですから、どちらかを先に請求することも、両方同時に請求することもできます。
　 もっとも、労災によって自死が業務に起因したものだと認められると、その結果を、民事損害賠償の請求において証拠として利用できるので、一般的には、労災の請求を先行させ、労災が認められてから損害賠償請求を行います。
       労災                    行政訴訟                    民事訴訟








労災の手続きに要する期間
  労災の手続きは、労働基準監督署長に対して行いますが、労災の認定が出ない場合、労働者災害補償保険審査官→労働保険審査会の順で不服を申し立てることができます。
　 また、労働保険審査会でも労災の認定が出ない場合は、地方裁判所に対して行政訴訟を提起でき、勝訴の判決が出ない場合は高等裁判所→最高裁判所へ不服申立てをすることができます。
　最初の労働基準監督署長の段階では、おおむね１年程度、労働者災害補償保険審査官及び労働保険審査会の段階はおおむね６か月から１年程度で結論が出る場合が多いようです。
　　また、行政訴訟の場合、地方裁判所での裁判がおおむね１年半から２年、高等裁判所での裁判がおおむね１年程度で結論が出る場合が多いようです。
民事訴訟に要する期間
　民事訴訟の場合、労災の認定を前提とすれば、地方裁判所での裁判がおおむね１年半から２年、高等裁判所での裁判がおおむね１年程度で結論が出る場合が多いようです。
伸長の手続きの活用を
　３か月という熟慮期間は、家族を亡くした直後の遺族にとって、非常に短い期間です。
　 そこで、熟慮期間内にプラスの財産とマイナスの財産の評価に迷った場合などは、熟慮期間中に家庭裁判所に対して熟慮期間の伸長を申し立てることで、じっくり考える時間や、弁護士に相談する時間を確保することができます。
　 熟慮期間の伸長は必要があれば数回にわたって行うことができるため、その間に相続財産を調査して、マイナスの財産がプラスの財産を上回る場合は、その時点で相続放棄を行うことができます。
早期の証拠の収集が大切
　勤務問題による心理的負荷を裏付ける証拠は、企業側にあるものが多いといえます。
　そして、企業側にある証拠は、時間の経過と共に散逸・消滅してしまったり、悪質な場合であると破棄・改ざんされてしまう場合も少なくありません。
　そこで、裁判所を通じ、企業側にある証拠を収集する証拠保全という手続きを利用することが考えられます。
　自死の原因について勤務問題を疑った場合、まず、証拠保全について十分な経験のある弁護士に相談し、早期に証拠保全を行うことがとても大切だといえます。
　また、手帳、パソコン、携帯電話などの遺品が重要な証拠となる場合がありますので、遺品は大切に保存して下さい。
　同僚などに話しを聞ける場合は、会話の内容をＩＣレコーダーで録音したり、陳述書という形で残すようにして下さい。
期間制限に注意
　勤務問題に関連して、以下の様々な期間制限が設けられています。一旦期間を過ぎてしまうと、原則として請求が行えなくなります。
◇遺族補償給付（年金、一時金）の請求
　自死から５年
◇葬祭料の請求
　自死から２年
◇労働者災害補償保険審査官に対する審査請求
　業務外決定を知った日の翌日から６０日以内
◇労働保険審査会長に対する再審査請求
　再審査請求棄却の裁決を知った日の翌日から６か月以内
◇行政訴訟の提起
　再審査請求棄却の裁決を知った日の翌日から６か月以内
◇民事損害賠償の請求
　自死から３年又は１０年
補償の内容
　労災が認められた場合、遺族の法的地位によって異なりますが、遺族特別支給金、遺族補償年金、遺族特別補償年金、遺族補償一時金、葬祭料、就学援助支給金などの補償を得ることができます。
　また、損害賠償請求では、自死による慰謝料、将来得ることが出来た利益、葬祭料などを請求することができます。
　加えて、後述する賃貸借問題で大家さんに支払わねばならなくなった原状回復費用、将来賃料などを会社に対して請求することも考えられます。
　労災及び損害賠償請求によって得る経済的利益は、遺族の法的地位によって異なりますが、数千万円から１億円以上になる場合もあります。
賃貸借問題
遺族が損害賠償義務を負う根拠
　そもそも、なぜ、遺族は、家族の自死によって、賃貸人に対して損害賠償義務を負うのでしょうか。
　 賃借人は、賃貸借契約に基づいて、物件の引渡しを受けてからこれを返還するまでの間、善良な管理者の注意をもって使用収益すべき義務を負うと解釈されています。
　そして、家族の自死は、賃貸物件の価値を下げるので、この義務に違反したと解釈されているのです。
　しかし、このような解釈は、自死を他の死を区別していること、社会的な偏見を背景としていることなどの問題点をはらむものといえます。
家族が責任無能力の場合
　家族が自死の際に責任無能力であったことを立証できるならば、遺族も法的責任を負わないと考えられています。
　そして、責任能力とは、自己の行為によって発生した結果が違法なものとして法律上非難されるものであることを理解し、認識する精神能力であると解されています。
　もっとも、責任無能力の立証には医師の診断書など、ある程度客観性のある証拠が必要となります。
　また、家族が責任無能力者であった場合でも、例えば、そのことを遺族が認識しつつ、家族に一人暮らしをさせていたような場合は、別途、遺族が損害賠償義務を負うことも考えられます。
賃貸人から請求が来たら
賃貸人からの請求に対する対処法は、遺族の法的地位によって異なります。
◇遺族自身が賃借人で、家族が同居又は一人暮らしのケース
　遺族が賃借人の場合、自死した家族は遺族と同居又は一人暮らしをしている場合が多いようです。
　例えば、遺族が賃借人として賃貸借契約を締結して、自死した家族が通学などのために一人暮らしをしているようなケースです。
　この場合、自死した家族は、賃借人である遺族の利用補助者（又は転借人）と解釈されています。
　その結果、家族の自死による責任は、賃借人である遺族の責任と同視され、遺族は賃貸人に対して法的責任を負います。
◇遺族が連帯保証人（保証人）のケース
　遺族が連帯保証人（保証人）の場合、遺族は、保証契約に基づき賃貸人に対して直接法的責任を負います。
◇遺族が賃借人でも連帯保証人（保証人）でもなく、かつ、法定相続人である場合
　遺族が賃借人でも連帯保証人（保証人）でもなく、かつ、法定相続人である場合、自死した家族にプラスの財産が無ければ、相続放棄を行うことで、損害賠償義務を免れることができます。
　自死した家族にプラスの財産がある場合や、過労自死など第三者に対して損害賠償請求権を有している可能性がある場合は、難しい法的判断が必要になる場合もあります。
　出来るだけ早く、熟慮期間中に家庭裁判所に対して熟慮期間の伸長の手続きを行うか、弁護士に相談して下さい。
直ぐには支払わない
　賃貸人からの請求が来た場合、直ぐにお金を支払わず、必ず、賃貸人から請求の中身と根拠資料を書面で提出させて下さい。
　賃貸人が請求できる損害賠償の中身は、以下のようなものが考えられます。
◇自死によって破損した箇所の修理代などの原状回復費用
　修理代として支払わなければならない金銭は、自死によって破損した部分に原則として限定されます。
　悪質な場合は、自死によって破損した部分がないのに、フローリング、壁紙、バスタブなど、関係のない部分も改装し、その費用を遺族に請求する場合もあります。
　しかし、このように、自死によって生じた破損と無関係な修理代は支払いの必要性がありません。
◇将来賃料
　将来賃料に関しては、裁判においても明確な基準があるとはいえません。
　賃貸人は、一般的に数年分の将来賃料を請求する場合が多いようですが、なぜ数年分の将来賃料を請求するのか、その具体的な根拠を示すよう求めて下さい。
　物件の築年数、賃料、空室率、自死の状況などを考慮して、賃貸人の示す根拠が真に妥当なものと言えるのか検討する必要があります。
　また、将来の賃料については、新たな賃借人を見つける時期が早ければ早いほど、損害額が減少します。
　賃貸人が、長期間に物件を空室のまま放置したり、低額な賃料で新たな賃借人と契約した場合は、将来賃料の減額を求めるべきです。
告知義務について
　家族が自死したことを賃貸人に対して知られていない場合に、自死の事実を賃貸人に対して告知する必要はあるのでしょうか。
　このような遺族の告知義務は、法律上明文化されている訳ではありません。
　しかし、後に自死の事実が判明した場合、賃貸人は、遺族に対し、損害賠償請求を行ってくる可能性があります。
　また、賃貸人は、新しい賃借人に対して瑕疵担保責任を負いますので、新しい賃借人が契約を解除すると、それに伴った損害の賠償を請求される可能性があります。
　したがって、自死の事実を安易に隠ぺいすることについては慎重であるべきです。
不動産問題

心理的瑕疵
 　売主は、目的物が通常有する性能を欠いている場合、瑕疵担保責任に基づいて、損害賠償や契約解除などの法的責任を負うこととなります。
　 そして、目的物が通常有する性能を欠いている場合とは、目的物に物理的な瑕疵（目に見える欠陥など）がある場合のみならず、目に見えない心理的瑕疵についても含まれるとされています。
　 そこで、自死が心理的瑕疵にあたるかが問題となります。
　 まず、自死があったという事実自体によって、不動産について一般的に嫌悪すべき歴史的事情があるとか、自死によって直ちに不動産の交換価値が低下したと判断するべきではありません。
　 したがって、自死の事実が心理的瑕疵に該当するには、自死の事実によって、住み心地の良さを欠き、居住の用に適さないと感ずることに合理性があると判断される必要があると考えられます。
　 具体的には、自死から売却までの期間、自死の場所（建物の内部か外部か）、自死の方法、売却に至る経緯などを考慮して決定されるべきものだといえます。
告知義務について
　自死の事実が不動産の心理的負荷に該当するような場合、売主である遺族には、法律上の明文はありませんが、買主に対して告知義務が発生し、告知義務に違反すると、損害賠償責任を負ったり、売買契約を解除される可能性が生じます。
　したがって、自死の事実を安易に隠ぺいすることについては慎重であるべきです。
生命保険問題

自殺免責特約とは？
　保険法５１条１号は、「被保険者が自殺」したとき、保険会社が保険給付を行う責任を負わないと定めています。
　また、生命保険約款には、責任開始の日（一般的には①契約の申込書への署名・捺印、②医師による検査又は告知、③第１回目の保険料支払いの①～③が終了した日）から３年又は２年以内の自死については保険給付を行う責任を負わないとする自殺免責特約が定められていることが一般的です。
　このように、免責期間内に自死が行われた場合、自死であることを理由に、保険請求を認めない契約となっているのです。
免責期間の自死でも保険金の支払いが認められる場合
　では、免責期間内の自死であった場合保険会社は全て保険金の支払いを免責されてしまうのでしょうか。
　まず、自殺免責特約における「自殺」とは、故意に自己の生命を絶って死亡することをいいます。
　そのため、被保険者である家族が意思無能力者であったり、精神疾患による精神障害のため、自由な意思決定に基づいて自己の生命を絶ったとはいえない場合、自殺免責特約における「自殺」にはあたらないと解釈されています。
　したがって、自殺免責特約期間中の自死であっても、家族が自由な意思決定に基づいて自己の生命を絶ったといえないのであれば、自殺免責特約は及ばず、保険金の支払いが認められると解されています。
意思無能力などの立証責任
　家族が自由な意思決定に基づいて自己の生命を絶ったといえないことは、誰が立証責任を負うべきでしょうか。
　実務上、遺族が、家族の意思無能力や、自由な意思決定に基づいて自己の生命を絶ったといえないことについて立証責任を負うと解されています。
　そのため、遺族が自死した家族の意思無能力を立証するためには、自死に至る経緯、受診しているのであればカルテなどの医学的資料、周りの人たちの証言、自死の状況、労災認定がなされている場合は労働基準監督署が作成した資料など、必要な資料を早期に集める必要があるといえます。
免責期間を過ぎた場合の扱い
　自殺免責特約に定められた期間を経過した場合、遺族は無条件に保険給付を受けることができるのでしょうか。
　自殺免責特約に定められた免責期間を経過した自死は、生命保険契約とは無関係な動機、目的による自死であり、専ら又は主として保険金の取得を目的としたものとはいえないと推定されると解されています。
　そのため、自殺免責特約の免責期間を過ぎた自死は、犯罪行為等が介在し、当該自死による死亡保険金の支払を認めることが公序良俗に違反するおそれがあるなどの特段の事情がある場合でなければ、自死の動機、目的が保険金の取得にあることが認められるときであっても、免責の対象とはならないと解されています。
医療過誤問題

病院や担当医師の自死防止義務違反
　病院や担当医師は、診療契約に基づき、自死の予見可能性及び回避可能性を前提として、精神障害に起因する自死を防止する義務を一般的に負担しています。
　そして、自死を防止する注意義務は、診療当時の臨床医学における医療水準に基づいて検討されると解釈されていますので、治療のガイドライン、医学的論文、病院の性質・規模などを考慮して、診療当時の臨床医学における医療水準を確定していく必要があります。
　 その上で、病院や担当医師が、自死を防止する義務に違反したか否かを検討することになります。
　 この点、精神医療の目的は、患者の病的障害や不安定性を種々の療法によって取り除き、かつ、可能な限り患者の自由や人権を尊重することで患者の社会復帰を目指すことにあるとされています。
　 そのため、精神医療は、患者に対する治療と社会復帰を両立させなければならないことから、他の医療現場より医師の判断の裁量が広いと解釈され、病院や担当医師の自死を防止する義務違反の立証が困難となる場合もあります。
相当因果関係
　遺族が、家族の通院又は入院していた病院や担当医師などに対し、自死について損害賠償責任を問うためには、医師などに課せられた自死防止義務違反と自死との間に相当因果関係が存在しなければなりません。
　 相当因果関係の証明は、一点の疑義も許されない自然科学的な証明ではなく、経験則に照らして全ての証拠を検討し、特定の事実から特定の結果が生じたという関係が認められるような高度の蓋然性を証明することを意味し、その判断は、一般人が、疑いを差し挟まない程度に真実であると確信するようなもので足りるとされています。
　 もっとも、通常の医療過誤事件とは異なり、自死の場合は、家族自身の自死という行為が介在しているため、通常の医療過誤事件よりも相当因果関係の立証が困難となる場合もあります。
期待権侵害
　自死防止義務違反と自死との間の相当因果関係が否定された場合であっても、医療水準に基づいた治療が行われていれば、家族が自死の時点においてなお生存していた相当程度の可能性が証明された場合、一定の範囲で病院や医師は損害賠償の責任を負う場合があります。
説明義務違反
　自死などの結果に対して病院及び医師に対する責任を問えない場合であっても、家族や遺族に対する説明義務違反が問題となる可能性があります。
　説明義務は、自死した家族自身の自己決定を尊重するものです。
　ですから、家族が精神障害に罹患していた場合であっても、自己決定を尊重する観点から、可能な限り治療に関する説明と同意は必要だと考えられます。
　また、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく保護者が居る場合は、保護者に対する説明義務も問題となり得ると考えられます。
学校でのいじめ問題

子どもの自死
　子どもの自死は、子どもたちが日々の大半を過ごす学校での生活に、何らかの原因があることも少なくありません。
　具体的には、「いじめ」にあっていたり、「体罰」を受けていたりしたことが、子どもの自死につながっていることがあるといえます。
　また、子どもたちが学校で「いじめ」にあっているにもかかわらず、学校の対応に問題があったことから事態の深刻化を招き、結果として自死に至ることもあると言えます。
法的責任の所在
　子どもが学校で「いじめ」にあい、そのことが原因となって自死に至った場合には、加害児童やその親権者に対して損害賠償請求をすることが可能です。
　また、学校についても、公立学校であれば国家賠償請求をすることが可能ですし、私立学校であれば当該学校を運営する学校法人に対して損害賠償請求をすることが可能です。
責任追求上の問題点
　損害賠償請求をする上で問題となる点は複数ありますが、中でも大きな問題となるのが予見可能性の有無です。
　自死は、一般的には、自死を決断した子ども自身の内心面に由来するものであるため、教師の通常の注意力によっては、子どもの内心を察知して自殺を予見することは困難と言えます。
　そのため、学校の責任を追求した過去の裁判例においては、自死の予見が困難であったとして学校の責任を否定するものもあります。
　しかし、いじめによる自死が社会問題化している現状においては、学校や教師に今まで以上に高度な注意義務が求められるべきです。
　いじめに関する報道、通達等によって、いたずら、悪ふざけと称して行われている学校内における生徒同士のやりとりを原因として小中学生が自死するに至った事件が続発していることが相当程度知られている以上、予見可能性も認められる場合があるというべきです。
裁判を行うことの意義
　裁判を行うことには、金銭的な賠償を求めること以外にも、事実の解明を図るという目的があると言えます。
　裁判においては、文書提出命令等の制度を用いて、学校が作成したいじめ等に関する調査の資料等を提出させたり、証人尋問によって関係者から事実を聞き出したりすることで、子どもが自死を選択せざるを得なかった事情を明らかにすることに役立つ場合があります。
　また、裁判上の和解において、金銭賠償は認めなかったものの、子供の命日に学校への遺族の立ち入りを認めたり、子供の名前をつけた文庫の設置、樹木の植樹などを認めた例もあります。
多重責務問題

借入先がサラ金などの消費者金融の場合
　サラ金などの消費者金融が借入先である場合、家族が利息制限法を越えた利息を支払い続けていれば、利息制限法の利息を越えた部分については元本に充当されます。
　そのため、請求額より金額を圧縮できたり、元本を超えて支払っていた場合は逆にいわゆる過払い請求によって取り返すことも可能となります。
　サラ金などの消費者金融が借入先の場合、表面的な金額に驚いて相続放棄をすると、過払い請求権を含めたプラスの財産も失ってしまいますので注意が必要です。
借入先が銀行などの場合
　銀行などの金融機関が借入先の場合、通常、利息制限法を越えた金銭を貸し付けることはありません。
　しかし、住宅ローンによる借入の場合は、団体信用生命保険特約があれば、残債務は生命保険で填補される場合もあります。
　また、多額の債務が残った場合は、プラスの財産を考慮しながら、相続放棄や、熟慮期間を伸長する手続きが必要となります。

保証人（連帯保証人）の場合
　遺族が家族の保証人（連帯保証人）の場合、遺族が貸主との間に保証契約を締結していますので、自らの責任として保証債務を負うことになります。
　そのため、仮に多額の債務が残った場合、遺族が相続放棄を行ったとしても、保証債務には影響しませんので、保証債務を免れることはできません。
　必要に応じて破産手続きや個人再生手続きが必要となる場合もあります。
鉄道事故問題

多額の損害賠償が請求される？
　家族が自死の際に鉄道に飛び込むなどした場合、鉄道会社から遺族に対して多額の損害賠償が請求されると言われています。
　 　しかし、実際には、そもそも鉄道会社からの請求が無い場合や、数百万程度の請求が行われても、最終的には１００万円前後で和解するケースが多いようです。
　例えば自死によって脱線事故に発展したり、乗客が死傷した場合などには、多額の損害賠償を請求されるケースも想定されますが、一般的には、数千万円単位の金銭を最終的に支払わなければならないケースは極めて稀であるといえるでしょう。
直ぐには支払わない
　鉄道会社からの請求が来た場合、直ぐにお金を支払わず、必ず、請求の中身と根拠資料を書面で提出させて下さい。
　鉄道会社が請求できる損害賠償の中身は、以下のようなものが考えられます。
◇人件費
　復旧のための人件費です。人数や労働時間に問題がないか確認して下さい。

◇修理代
　列車などが破損した場合の修理代です。本当に破損していたのか、修理のために実際にかかった費用はいくらかなどを確認して下さい。
◇特急料金などの払戻し
　列車の遅れが長時間にわたると、特急料金などの払い戻しが行われる場合があります。
　実際に払い戻したのかも含めて、払戻の人数や金額などを具体的に確認しましょう。
家族が責任無能力の場合
　家族が自死の際に責任無能力であったことを立証できるならば、遺族も法的責任を負わないと考えられています。
　そして、責任能力とは、自己の行為によって発生した結果が違法なものとして法律上非難されるものであることを理解し、認識する精神能力であると解されています。
　もっとも、責任無能力の立証には医師の診断書など、ある程度客観性のある証拠が必要となります。
　また、家族が責任無能力者であった場合でも、例えば、そのことを遺族が認識しつつ、家族に一人で外出させていたような場合は、遺族が損害賠償義務を負うことも考えられます。
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